
 

 

うつ病をはじめとする精

神疾患は年々増加している

ため、国では、診療の中核を

担う病院の整備や訪問診療

の充実など、精神疾患に関す

る医療体制の強化を図って

いく方針です。 

 

◆東京都によるメンタルヘ

ルス専門サイト 

自治体においても様々な

取組みが行われています。例

えば東京都では、今年５月に

「職場のメンタルヘルス」

（ http://www.kenkou-hatar

aku.metro.tokyo.jp/mental/

）というサイトを開設しまし

た。 

このサイトには、働く人や

その家族が疲労蓄積度をチ

ェックしたり、事業者が職場

に潜むストレス要因をチェ

ックしたりするために使え

るチェックリストが掲載さ

れており、国や東京都などが

開設しているメンタルヘル

スなどに関する相談窓口を

探すこともできます。 

 

◆「新型うつ」増加への対応 

うつ病の治療に関しては、

抗うつ薬が使用されるのが

一般的ですが、プライベート

では元気なのに職場ではう

つ状態の「新型うつ」にはそ

のような薬は効かないそう

です。 

企業としては、従業員がう

つ症状を訴えてきた場合に、

「従来型うつ」なのか「新型

うつ」なのかを見極め、対応

していくことも重要となっ

てきます。 

 

 

受動喫煙防止対策を

行った飲食店等に対

する助成金 

 
◆喫煙室設置による空間分

煙の促進 

厚生労働省では、飲食店・

旅館等を経営する中小企業

が、店舗等に喫煙室を設置

し、その喫煙室以外での喫煙

を禁止した場合に、喫煙室設

置に係る費用の一部を助成

する制度の創設を発表しま

した。 

これは「受動喫煙防止対策

助成金」と呼ばれるもので、

受動喫煙防止対策としてよ

り効果的と考えられる喫煙

室の設置による空間分煙の

促進が、制度創設の目的とさ

れています。 

 

◆対象となる中小企業と

は？ 

この助成金の対象とされ

る中小企業は、以下の通りで

す。 

（１）飲食店、喫茶店または

旅館業の事業者 

（２）喫煙室設置による空間

分煙を行う事業者 

（３）喫煙室設置に係る書類

を整備している事業者 

なお、上記の「飲食店」に

は、食堂、レストラン、専門

料理店、酒場、喫茶店、その

他の飲食店、「旅館業」には、

旅館、ホテル、簡易宿所、下

宿業、その他の宿泊業が含ま

れるとされています。 

 

◆支給される額は？ 

支給額は、「喫煙室設置に係

る費用の４分の１」とされて

おり、支給上限は「200 万円」

となっています。 

なお、この助成金は、10 月

１日から実施される予定で

す。 

〔厚生労働省ホームページ〕 

http://www.mhlw.go.jp/stf/

houdou/2r9852000001gvb6-

att/2r9852000001h1ay.pdf 

 

～当事務所より一言～ 

 

社会保険の算定基礎届の提

出が終了しました。１０月に

支払われる賃金から控除す

る保険料が変更になります

のでこちらから送付します

保険料通知を参照して間違

えのないようお願いします。 

 

 

 

 

 

 

厚生労働省の出先機関で

ある都道府県労働局や労働

基準監督署で無料相談がで

きる「総合労働相談コーナ

ー」も便利です。 

ここでは企業への助言・指

導や、紛争調整委員会による

あっせんができますが、労働

審判のように、あっせんに応

じさせる強制力はありませ

ん。法令違反などの疑いがあ

れば、労働基準監督署が会社

に対して指導を行います。 

2010 年度の相談件数のう

ち、民事上の個別労働紛争の

相談は 24 万 6,907 件と過去

最高だった前年度と同水準

でした。組合の組織率低下な

どを背景に、働く人が個人で

経営者側と向き合う状況が

増えているためのようです。 

 

◆トラブルが起きないこと

が一番 

会社が残業代を法律通り

に支給していなかった場合

などで、労働審判などを通

じ、突如数百万円規模の支払

いが必要になるケースも見

られます。 

もちろん、トラブルが起きな

いことが一番ですが、トラブ

ルが起きてしまった場合の

対応を考えておく必要もあ

ります。 

 

「精神疾患・うつ病」

増加に伴う最近の動

き 
 

◆うつ病患者は 100 万人超 
うつ病の代表的な症状は、

「抑うつ気分がほとんど１

日中、毎日続く」「物事への

興味や喜びが感じられなく

なる」「不眠や睡眠過多がほ

とんど毎日ある」などとされ

ていますが、このようなうつ

病の患者は、ここ 10 年で２

倍以上になり、今や 100 万人

を超えています。 

そんな中、以下のような取

組みが検討・実施されていま

す。 

 

◆精神疾患を加えて「５大疾

病」に 

日本ではこれまで、がん、

脳卒中、心臓病（急性心筋梗

塞）、糖尿病を「４大疾病」

と位置付け、重点的に対策に

取り組んできましたが、これ

に精神疾患（うつ病、統合失

調症、認知症など）を新たに

加えて「５大疾病」とする方

針を厚生労働省が決めたそ

うです。 

 

労使トラブル増加と

解決の仕組み 
 

◆労使トラブルは増加傾向 

厳しい経済情勢を背景に、

企業と従業員が雇用契約な

どをめぐってトラブルにな

るケースが増えています。 

短期解決に役立つ仕組み

など、押さえておきたい項目

をまとめました。 

 

◆「労働審判制度」とは？ 

これは 2006 年から始まっ

た制度で、民間から選ばれた

労働審判員２人と裁判官で

構成される労働審判委員会

が調停（話合い解決）を試み、

まとまらなければ労働審判

を下します。 

審判に異議がなければ確

定となり、異議があれば通常

の訴訟に移行します。調停や

確定した審判は裁判上の和

解と同じ効力があり、強制執

行も可能です。 

通常の裁判は長期化しが

ちですが、労働審判は「原則

３回以内」で審理を終えるた

め、平均審理期間は 74 日と

短期間です。 

 

◆個人での争いが増加傾向 
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